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1.　背景

現在，わが国の IT産業および各企業の IT部門
は，まさに「イノベーションのジレンマ」の真っ只
中にいる．IT先進国として世界を牽引していると
いうのは幻想になりつつあり，わが国は世界に遅れ
をとった，IT後進国と認識されつつある．「OA化
（作業の効率化や生産性向上を目指した各種取り組
み）が進んだのは確かであるが，それが IT化（経
営革新を支え，活用することで新たな価値を生み出
すこと）と呼べるか？」という意見も出てきている．
ITという言葉がわが国で爆発的に世間に広まった
のは 1995年であろう．それから 20年以上経った
が，ITのビジネス価値は本当に享受でき，ビジネ
スイノベーションに貢献できているのだろうか．
DXが急務の課題として掲げられているものの，レ
ガシーワールドとともにニューワールドへの対応
と，さらにハードルが高くなってきている．DXに
おいても欧米はもとより，アジアDX先進企業の後
塵を拝している状況にあると言える．

2.　IT-CMF研究会の設立と研究活動

先の閉塞的な状況を打開するために，IT活用の
ビジネス上の価値の最大化を図るために有効とさ
れるプラクティスをまとめたフレームワーク (IT-
CMF)(Curley et al., 2016)が考案，策定，公開され，
ここ数年で国内での適用事例も出始めている．当該
フレームワークはアイルランドの IVIで策定，公開

され，ここ数年で国内での適用事例も出始めてい
る．2018年 4月に経営情報学会の中に IT-CMF研
究会が発足した．経営情報学会の IT-CMF研究会
では，IT-CMFの定義・評価方法，組織変革の進め
方・モニタリング方法，最新経営課題に即した当該
組織能力の適用プラクティス，必須となる原理原
則・考え方について研究を深め，その成果を国内に
普及させている．IT-CMFや関連する考え方が記さ
れた洋書の翻訳ではなく，国内啓蒙向けのローカラ
イゼーション，教育コンテンツの整備を中心とした
活動を進めている．また，当該フレームワークの
国内での理解，普及に向け，IT-CMFと関連アセス
メントに関する講演や啓蒙書執筆（IVI Research & 
Education, 2018），裏にある原理原則の理解，国内
適用における問題・課題の抽出，研究会を通じた解
決策の策定と提案を進めている．さらに，定期的
に，IVI研究者とのワークショップ等，交流を深め
つつ最新動向の把握，議論を進めている．当会発足
当時より IT価値最大とともに，DXを成功に導く
ための研究成果が出始めてきていた．先のフレーム
ワークをベースに，企業におけるDXの進み具合を
評価するアセスメントが注目を集めてきていた．当
会でも，研究スコープを IT価値最大化からDX価
値最大化まで拡げ，ディスカッションや国内普及に
向けた取り組みを継続している．

3.　問題意識

欧米発のこういった類のフレームワークは単に翻

DX成功につなげる IT/デジタル技術活用のビジネス上の価値の最大化を
図る IT実践活用力の鍛錬を如何にして進めるべきか？
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訳され，その翻訳されたドキュメントが流通し，理
解するのに困難をきたすものが多く存在している．
それらを参照するも，本格的な適用とその結果を成
功に導くにはギャップがあることは広く認識されて
いる．当該領域のフレームワークもそういった結果
になる危険性を持つ．特に，改善プロセス，プロセ
ス指向による業務プロセスの取り扱い，System of 
Record指向のリソース管理プラットフォームなど
とは異なるパラダイムにシフトした世界観を扱って
いるため，それらギャップを乗り越えるのはさらに
困難をきたすと予想される．昨今は，DXへの注目
が増し，SoRからエンゲージメントやインサイトを
対象としたシステム思考が話題となっている．IT
価値最大化で取り上げてきた方法論やセオリーにお
いても，今までと異なるものへシフトしていく必要
があると考える．当会では，それら研究対象のス
コープの変化に追随し，検討内容を徐々に変えなが
ら世の中の役に立つ方法論の検討を進めている．例
えば，組織構造は「ピラミッド型」から「フラット
なネットワーク型」に，価値の流れは「バリュー
チェーン／ネットワーク」から「エコシステムネッ
トワーク型」へ，事業推進の組織編成の形態は「サ
イロ型」や「拡張型」から「エコシステム型」へ変
わっている．その状況下で，従来の IT価値最大化
で前提としていた考え方や組織の捉え方を変えない
のは不自然である．その研究スコープの変更が必要
な部分の洗い出し，今後のあるべき姿の策定などを
進めるべきであると考える．

4.　IT-CMF概説

IT-CMFは，ビジネスと ITをまたぐ領域におけ
る ITのビジネス価値最大化に必要となる IT実践活
用力を定めたフレームワークである (図 1)．
今まで，IT部門や ITサービスプロバイダの関心

は「プログラム開発」や「システム管理」という言
葉で代表されるように，情報システムの開発・運用
が中心であった．現在は IT戦略・企画立案，プロ
グラム＆プロジェクトマネジメント，およびサービ
スマネジメント等が中心になってきている．今後
ITのビジネスへの貢献を最大化していくためには，
ビジネス部門の運営の手法を IT部門運営において
も取り入れていく必要があると考えられている．技
術中心の考え方や作法に執着していては，周りの環
境の変化に対応できず，競争に負けてしまう．事業
運営を進めるために必須となる技術思考オンリーか
ら抜け出した儲けを意識した知識やスキルを身に付
けていくという大きな挑戦が求められている．
ここ数年，世の中を賑わすのは「変革」「DX」で
あり，ITの役割，ITとビジネスの強連携，ビジネ
スモデル，マネジメントスタイルなど，幅広い分野，
領域で必要性や理想形が提示されている．その際，
従来の組織構造におけるCIOや IT部門の位置づけ
も変わっていく必要がある．「ITリソースをビジネ
ス価値に変える能力」は誰が持つべきか？CIOだ
けが持つべきものではないはずである．IT部門や
サービスプロバイダ一丸となって持つべきものと考

図 1　ITケイパビリティの成熟カーブ
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図 2　IT-CMFと ITコンピテンシの関係

図 3　DRAにおける 7つの組織行動のマネジメントテーマ
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えるべきである．
また，DXでは，誰もが見たことのない SFに近
い未来像を描くこともあり，実証実験，価値検証な
どが進められている．その実現に際して，組織運営
においては，CIOに変わりCDOがリーダーシッ
プを発揮し，IT化を超えた範囲でのデジタル技術
の導入や事業化を進める必要がある．IT価値最大
化とは異なる考え方やフレームワークに基づく運営
や変革推進を進める必要がある．現在，これら新た
なスコープにおける企業のエンジニアリングに関す
る研究は盛んに行われているが，国内普及はまだこ
れからである．

IT-CMFは，従来から普及されている静的なフ
レームワークの対極にあり，「急激に変化する環境
に対処するために組織内外の資源を統合，構築，そ
して再構成する能力」（ダイナミック・ケイパビリ
ティ）を備えている．「ダイナミック・ケイパビリ
ティ」は，ここ数年，経営戦略論の分野で最も活発
に研究されている領域の一つである．
また，当該フレームワークは既存のフレームワー
クを置き換えるというものではなく，既存のフレー
ムワークと IT-CMFを融合させ，ITとビジネスの
融合領域における変革を進めるものと理解すべきで
ある．もし，既存フレームワークの導入目的ととも
にビジネス価値を意識した組織変革を進める場合に
は，IT-CMFとの強連携による業務の刷新を目指す
ことになる．そのためのアセスメント，変革のため
に実施すべきこと，その変革が達成できているかを
測る指標が IT-CMFに織り込まれている．個人の
コンピテンシとの関連を意識しながら組織変革を進
めるために，図 2に示す二つのフレームワーク領域
のマッピングもすすめている．
さらに，各種目的に対応した，アセスメントツー

ルが整備されている．国内で日本語にて利用可能な
ものも存在する．適宜活用いただき，当該フレーム
ワークやツール，解説要否やその内容について議論
いただければと思います．特に，DXを進める中で，
設定したゴールに対する現在地の確認，今後進むべ
き方向性の確認，ゴールに即した施策の選択などを
より効果的なものとするために考案されたDigital 
Readiness Assessment(DRA)(図 3)の活用，適用によ
る改良点の議論，国内普及に向けた問題点の洗い出
しとその対策など，積極的に議論いただきたい．
本領域におけます研究者，プラクティショナー，
専門家の方々の幅広い参加を希望しております．ぜ
ひ参加ください．
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